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はじめに

 バブル崩壊後の「日本版ビッグバン」

 直接金融優位を目指した金融構造改革

 リーマンショックの直撃

 従来型の資産形成スタイルからの脱却

 我が国の証券市場活性化の必要性と具体的方策



第一章 日本の証券市場の現状

１．証券とは
２．証券市場の仕組みと制度
３．現在の税制
４．個人投資家
５．マーケットの現状



１．証券とは

証券

証拠証券

有価証券

証券とは法律的には証拠証券と
有価証券の2種類に分類される。



有価証券の分類

有価証券

貨幣証券

商品証券

資本証券

手形・小切手
など

船荷証券、
貨物引換証
など

債券、株式
など



2-2 上場基準

Ⅰ）財務の健全性

・純資産10億円以上

・直近1年間、利益4億円以上

・会社設立後、3年以上経過

Ⅱ）株式の流動性

・上場時、4,000単位以上の株式

・上場時、株主数が最低でも800人以上

・流通株式数、30％以上



２．証券市場の仕組みと制度

2-1 証券取引所の２つの機能

①発行市場
新たな有価証券で投資家を募集する場

②流通市場
既に発行された有価証券の売買を行う場



３．現在の税制

上場株式等の配当等および譲渡益課税の改正

各国の株式譲渡益課税の比較
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＜各国の株式譲渡益課税＞



４．個人投資家

個人投資家と機関投資家

ネットでの証券取引

潜在顧客としての個人投資家



５．マーケットの現状

世界第2位の経済大国

グローバルマーケットへの関心

新興市場、国際金融センターとの競争と連携



第二章 活性化の目的

１．活性化とは何をもって達成されるか

２．国民経済における証券市場の役割

３．活性化するメリット

４．手段としての活性化



１．活性化とは何をもって達成されるか

活性化の定義

各国の株式時価総額



２．国民経済における証券市場の役割

「貯蓄」から「投資」へ



３．活性化するメリット

活性化により生まれる日本経済へのメリット

①貯蓄に回っていた700兆円以上の資金が市場に

出回り、法人は資金調達が可能

②調達資金を新たな事業へ投資

③その結果、雇用が生まれる

④雇用が生まれれば、そこに新たな消費や投資

が生まれる

⑤ ②へ



４．手段としての活性化

活性化は「目的」ではなく、「手段」



第三章 各国の証券市場との比較

１．各国の家計の金融資金構成

２．各国の企業の資金調達

３．各国の株式・出資金の保有者別内訳



＜主要各国の家計の金融資構成＞



＜主要各国の企業の資金調達＞



＜主要各国の株式・出資金の保有者別内訳＞



第四章 活性化のための具体的方策

１．投資教育の必要性

２．税制の改革

３．情報の浸透性



おわりに

ご清聴有難うございました。


